
（様式１）

令和　　年　　月　　日

質　問　書

	参加申込者の名称
	

	質問者

（連絡先）
	部署　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail


	質問項目
	

	（内容）


（様式２）
参加表明書
　令和７(2025)年度子育て支援員研修業務及び放課後児童支援員等研修業務公募型プロポーザルに参加したいので、次のとおり申し込みます。
令和７(2025)年　　月　　日
　栃木県保健福祉部こども政策課長　様
申込者　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
アドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）　
に係る登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式３）
参加資格確認書

案件名称：令和７(2025)年度子育て支援員研修業務及び放課後児童支援員等研修業務公募型プロポーザル

　１　当社は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者です。

２　当社は、「栃木県競争入札参加資格者名簿」に登録された者です。

　　
３　当社は、このプロポーザルの公開日から本書提出日までのいずれの日においても、栃木県競争入札参加資格者停止等措置要領（平成22年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止措置を受けていません。また、令和７(2025)年５月20日（火）までに指名停止措置を受けた場合には、入札参加資格を無効とされても異議を申し立てません。

４　当社は、民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項若しくは第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てがされている者（同法第33条第１項の規定に基づく再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項若しくは第２項の規定に基づく更生手続開始の申立てがされている者（同法第41条第１項の規定に基づく更生手続開始の決定を受けた者を除く。）ではありません。

５　当社は、栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号又は同条第４号の規定に該当しない者です。
６　当社は、地方公共団体又は国が発注した類似業務に関し受注実績があり、確実に履行できる者です。
上記のとおり相違ないことを誓約します。

                                                         令和７(2025)年　　月　　日

栃木県知事　福田　富一　様

（提出者）　事業者名

代表者名                    　　　　　　　     
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名

電話

ＦＡＸ

メールアドレス
（様式４）

令和７年　　月　　日

令和７(2025)年度子育て支援員研修事業及び放課後児童支援員等研修事業業務委託に係る企画提案書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者名　株式会社○○
	事業計画
(スケジュール)
	（事業全体のスケジュールを記載する。）

	事業の実施体制
	（人員体制、責任者及び従事者の職名、人数等、事業にあたる体制を記載する。）

	企画提案概要
	（提案内容の全体的な考え方や構成等について簡潔に記載する。）

	研修内容・
実施方法
	（研修内容の設定に係る考え方、目的達成のための工夫点、研修区分(認定資格、初級・中堅・障害児対応)ごとの具体的な研修内容や実施方法等について記載する。）

	研修日程・会場
	（効率的且つ効果的で、受講者の利便性等考慮した研修日程や会場について、考え方や実施案を記載する。）

	講師選定方法
	（講師の選定方法、選定基準、確保見込みについて記載する。）

	個人情報保護
	（個人情報の保護、管理方法について、具体的に記載する。）

	類似事業の履行
実績
	（過去3年以内の、子育て支援員研修事業放課後児童健全育成事業に係る研修実績を記載する。）

	アピールポイント
	


※ 様式４の行間は事由に変更してください。

　 必要に応じて、任意の様式により補足説明をすることも可とします。
